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1.はじめに 

1.1 研究の背景と目的 

近年、道路や河川など公共空間の占用制度の規制緩和

により、まちの賑わい創出事業や営利活動等のための利

用がされる公共空間のオープン化が進んでいる¹)。洪水や

氾濫を防ぐために厳しく規制されていた河川においても、

河川敷地占用許可準則（以下、準則）が緩和され²)、河川

空間のオープン化が進み、水辺の魅力を活かした河川を

利活用する取り組みが全国各地で増えている³)。これらの

取組み事例の多くは仮設的なイベントであり、日常的な

河川空間の活用に至る実験的な試みとして開催されてい

る。そこで、本研究では河川敷の活用方法を準則の変遷

を追い、大阪市の取り組みの変遷と合わせて整理するこ

とで今後の河川敷の活用方法や課題を明らかにする。  
1.2 研究の対象と方法 

国土交通省の河川空間オープン化活用事例集 5)では全国

各地の河川敷の積極的な活用事例が紹介されている。東

京の隅田川と大阪市、広島市の 3 ヶ所が特筆すべきエリア

であり、その中でも河川敷の利活用が多様で、建築物を

併設する事例が多い大阪市に着目し、河川敷活用の変遷

や事例群の実態を調査することとした。 研究の方法とし

ては、国土交通省の資料をもとに河川敷活用の変遷を追

い、ヒアリング調査によって明らかになった大阪市の取

り組みの変遷と合わせて整理する。  
2.河川敷占用許可準則の変遷 

2.1 河川敷の利用促進 

昭和 40 年に新河川法が施行され、国民の体力づくりの

場所として河川敷の利用が可能となるよう、占用許可の

基準として、河川法に沿った準則が施行された。昭和 58
年に基準を緩和するため一部改正されたが、工作物の設

置は柵のようなもののみであった。 
2.2 河川空間の質向上 

その後、河川利用の増加や多様化に併せ、施行後 29 年

間の蓄積により準則は平成 6 年に全面的に改正された。平

成 11 年には地域の意見を反映するため、包括占用許可制

度が追加された。平成 17 年には河川環境に対する意識の

向上や、地域防災活動の活発化を踏まえて、それらに必

要な占用施設についての類型が追加された。 
2.3 民間事業者による活用開始 

国土交通省の成長戦略を踏まえ、平成 23 年には河川管

理者が地域の合意を図り、区域や占用施設、占用主体を

指定することで、民間事業者の参入が可能となった。こ

れは平成 16 年から一部地域において全国都市再生のため

の緊急措置として実験的に行ったことを経て全国的に適

用された。平成 28 年にはさらに民間事業者が参入しやす

いよう、占用期間の最大を 10 年に延長された 6)。  
3.大阪水辺の取り組みの変遷 

3.1 水都大阪としてのプロジェクト開始 

大阪府が平成 13 年に内閣官房長官都市再生本部都市再

生プロジェクトに参画したことが、大阪における水辺の

取り組みの始まりである。平成 15 年に大阪府、 大阪市、

経済界等によって構成される花と緑・光と水懇話会と水

の都大阪再生協議会から賑わいのある水辺空間の再生の

取組みが提案された。平成 16 年の準則の特例措置により、

道頓堀川の一部、中之島エリアで整備が進み、水辺に顔

を向ける川沿いの店舗が増え始めた。そして、平成 20 年

ごろには中之島を中心に堂島川、土佐堀川、安治川、大

川も整備も適用区域に追加され、北浜テラス、川の駅は

ちけんや、中之島バンクスの店舗営業が開始された。ま

た、同年に水陸の交通ターミナルとして八軒家に浜と船

着場が再生されるなど、公共事業と連携し水辺を意識し

た民間開発が進んだ。 
3.2 社会実験イベント「水都大阪 2009」の実施 

大阪のさまざまな地域で賑わいのある水辺再生を目指

す取り組みが進む中、水の都としてのまちづくりが進む

大きな契機となった「水都大阪 2009」が平成 21 年に開催

された。その後、北浜地区では川に背を向けていた建物

が改修され、社会実験として行われた川床の誕生や、親

水性を高めた都市空間として中之島公園が再整備される

など、水都大阪のシンボルともいえる景観が形成されて

いった。 
3.3 実験的な利用から準則特区として指定 

平成 23 年の準則改正により、それまで社会実験として

行っていた事業を都市・地域再生等利用区域の指定する

ことで、運営が公的機関を介さず民間事業に委託された。 
3.4 水都大阪コンソーシアム設立 

平成 29 年に設立された水都大阪コンソーシアムは大阪

府、大阪市、大阪商工会議所による官民連携団体である。

大阪の水辺を活用していくソフト面を支える団体の誕生

により継続的な賑わいづくりが可能となった。7） 
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4.水辺活用が進む大阪の特徴 

大阪で河川沿い建築物の整備が進んだ要因として、ま

ず、昔から水の都として栄えてきた歴史的要因が考えら

れる。そして、大阪市を流れる二級河川は溜池のような

状態で山からの流水の影響を受けないという地理的要因

と河口付近に水門が備えられている都市基盤的要因か

ら、水位が安定しやすい環境にあり、安全が確保しやす

いため、河川沿いに建築物のような滞留性の高い施設の

積極的な整備が可能となったといえよう。また、大阪独

自の取組みとして、大阪府河川水辺の賑わいづくり審議

会が設置され、公共団体だけでなく民間事業者も参入し

水辺の活用に公共性や安全性を確保しつつ賑わい創出を

目指していることも特徴である。当審議会は、新たに都

市・地域再生等利用区域を追加する際や占用期間の更新

の時期などに、当該施設が運営コンセプトや地域の賑わ

い創出に寄与しているかなどを公平に審査する役割を担

っている。 
5.今後の課題 

ヒアリング調査により課題がいくつか見られた。前節

で示す審議会の審査は、新規参入や更新のたびに行わ

れ、併せて占用期間が最大 20 年と限られた期間で採算を 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
取る必要があることや、占用期間終了時に建物を解体し

更地返還の必要があることが新規事業者参入のハードル

を高くしている。また、大阪府など河川管理者は、河川

沿いの利用基準についての判断は行うが、デザインの基

準はないため、基準を厳しくすると事業者の参入が難し

くなることで店舗や施設が減少し、賑わいのためのまち

づくりの主旨から遠のいてしまう恐れがある。一方で、

規制を緩め営業収益を優先すると、賑わいは生まれる反

面、まちづくり方針との整合が失われるリスクも考えら

れる。事業者選定の判断基準をどこに置くのか、賑わい

と公共性のバランスを検討する必要がある。 
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